
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）総務省 （単位：千円）

備考

1,112,049 - - - - 1,112,049 958,298 - 153,750 - - - - - - - - - -

適正な行政管理の実施 187,583 - - - - 187,583 145,038 - 42,544 - - - - - - - - - -

行政評価等による行政制度・運
営の改善

924,466 - - - - 924,466 813,260 - 111,205 - - - - - - - - - -

15,345,287,750 1,055,114 - - - 15,346,342,864 15,343,679,991 2,289,313 373,558 51,594,663,697 1,840,252,080 - 17,429,652 - - 53,452,345,429 52,873,977,573 342,995,100 235,372,755

分権型社会にふさわしい地方行
政体制整備等

1,218,015 200,401 - - - 1,418,416 1,260,432 74,917 83,066 - - - - - - - - - -

地域振興（地域力創造） 4,710,198 854,713 - - - 5,564,911 3,077,347 2,214,396 273,167 - - - - - - - - - -

地方財源の確保と地方財政の健
全化

15,339,324,704 - - - - 15,339,324,704 15,339,313,802 - 10,901 49,271,861,097 1,840,252,080 - - - - 51,112,113,177 50,533,745,323 342,995,100 235,372,753

分権型社会を担う地方税制度の
構築

34,833 - - - - 34,833 28,409 - 6,423 2,322,802,600 - - 17,429,652 - - 2,340,232,252 2,340,232,250 - 1

交付税特別会計
平成29年2月24日
予算総則の規定による経費
増額
　　　 　　　 11,906,978千円
平成29年3月28日
予算総則の規定による経費
増額
　　　　　　　 5,522,674千円

53,680,020 - 778,841 - - 54,458,861 53,738,213 - 720,647 - - - - - - - - - -

選挙制度等の適切な運用 53,680,020 - 778,841 - - 54,458,861 53,738,213 - 720,647 - - - - - - - - - -

一般会計
平成28年4月19日
予備費使用決定
          　　    422,302千円
平成28年10月18日
予備費使用決定
　　　　　　　 　356,539千円

電子政府・電子自治体 52,218,345 71,442,366 - - - 123,660,711 77,108,402 31,180,633 15,371,675 - - - - - - - - - -

電子政府・電子自治体の推進 52,218,345 71,442,366 - - - 123,660,711 77,108,402 31,180,633 15,371,675 - - - - - - - - - -

119,243,990 7,697,924 - - - 126,941,914 108,289,018 14,475,647 4,177,249 264,867 702,388 - - - - 967,255 700,865 150,898 115,491

<4,705,121> の内数 <1,244,176> の内数 <60,014> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <6,009,311> の内数 <5,284,478> の内数 <479,065> の内数 <245,767> の内数

情報通信技術の研究開発・標準
化の推進

36,788,858 164,311 - - - 36,953,169 35,370,680 1,395,051 187,437 - - - - - - - - - -
一般会計
文部科学省所管から移替
               　  17,634千円

情報通信技術高度利活用の推
進

13,490,107 1,959,537 - - - 15,449,644 6,956,507 7,940,491 552,645 141,341 536,681 - - - - 678,022 554,213 47,075 76,733

一般会計
内閣府所管から移替
                　  8,120千円
東日本大震災復興特別会
計
復興庁所管から移替
　　　　 　　 　141,341千円

放送分野における利用環境の整
備

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

<4,705,121> の内数 <1,244,176> の内数 <60,014> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <6,009,311> の内数 <5,284,478> の内数 <479,065> の内数 <245,767> の内数

情報通信技術利用環境の整備 - - - - - - - - - 123,526 165,707 - - - - 289,233 146,652 103,823 38,758

<4,705,121> の内数 <1,244,176> の内数 <60,014> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <6,009,311> の内数 <5,284,478> の内数 <479,065> の内数 <245,767> の内数

電波利用料財源による電波監視
等の実施

66,234,168 5,074,214 - - - 71,308,382 62,906,009 5,140,105 3,262,268 - - - - - - - - - -
一般会計
内閣府所管から移替
　　　　 　　　1,080,000千円

ＩＣＴ分野における国際戦略の推
進

2,730,857 499,862 - - - 3,230,719 3,055,820 - 174,898 - - - - - - - - - -

郵政行政 475,126 - - - - 475,126 456,559 - 18,566 - - - - - - - - - -

郵政民営化の確実な推進 475,126 - - - - 475,126 456,559 - 18,566 - - - - - - - - - -

376,402,405 2,185,318 - - - 378,587,723 368,372,653 2,224,579 7,990,490 6,076,371 2,745,648 - - - - 8,822,019 3,197,726 5,144,298 479,994

一般戦災死没者追悼等の事業
の推進

527,612 - - - - 527,612 476,129 - 51,482 - - - - - - - - - -

恩給行政の推進 325,687,475 - - - - 325,687,475 319,069,558 - 6,617,916 - - - - - - - - - -

公的統計の体系的な整備・提供 37,574,669 276,202 - - - 37,850,871 36,881,952 188,844 780,074 - - - - - - - - - -

消防防災体制の充実強化 12,612,649 1,909,116 - - - 14,521,765 11,945,012 2,035,735 541,016 6,076,371 2,745,648 - - - - 8,822,019 3,197,726 5,144,298 479,994

一般会計
内閣府所管から移替
　　　　　　　　　16,521千円
東日本大震災復興特別会
計
復興庁所管から移替
       　　　   6,076,371千円

59,310 - - - - 59,310 26,557 - 32,752 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

公害紛争の処理 <59,310> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <59,310> の内数 <26,557> の内数 <-> の内数 <32,752> の内数

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

土地利用の調整 <59,310> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <59,310> の内数 <26,557> の内数 <-> の内数 <32,752> の内数

15,953,184,116 83,624,898 838,855 - - 16,037,650,869 15,957,914,171 50,649,239 29,084,458 51,601,004,935 1,843,700,116 - 17,429,652 - - 53,462,134,703 52,877,876,165 348,290,296 235,968,241

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段<　>外書きは、複数政策にまたがる計数（例：施設整備費等）及び複数の施策にまたがると整理できる計数であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．交付税及び譲与税配付金特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。
４．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
５．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

合　　　　　　　計

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額
政策評価体系

一般会計
前年度繰越額

一般会計
平成28年5月31日
予備費使用決定
    　       　    60,014千円

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額

一般会計
平成28年5月31日
予備費使用決定
    　         　  60,014千円
東日本大震災復興特別会
計
復興庁所管から移替
　　　　 　　  　123,526千円

特別会計
歳出予算額 差引額翌年度繰越額 差引額 歳出予算額 予備費使用額 予算総則の規定による経費増額前年度繰越額 予備費使用額

行政改革・行政運営

地方行財政

選挙制度等

情報通信（ＩＣＴ政策）

国民生活と安心・安全

公害等調整委員会の任務の遂行



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

１ 行政改革・行政運営 1,112,049 - - - - 1,112,049 958,298 - 153,750

総務本省 行政管理実施費 行政管理の実施に必要な経費 136,271 - - - - 136,271 98,281 - 37,989
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政管理の実施に必要な経費 51,312 - - - - 51,312 46,756 - 4,555
総務本省 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 146,811 - - - - 146,811 119,196 - 27,614
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 777,655 - - - - 777,655 694,063 - 83,591

２ 地方行財政 15,345,287,750 1,055,114 - - - 15,346,342,864 15,343,679,991 2,289,313 373,558

(1)分権型社会にふさわしい地方
行政体制整備等

総務本省 地方行政制度整備費 地方行政制度の整備に必要な経
費

1,218,015 200,401 - - - 1,418,416 1,260,432 74,917 83,066

地域振興費 地域振興に必要な経費 4,710,198 854,713 - - - 5,564,911 3,077,347 2,214,396 273,167
地方財政制度整備費 地方財政制度の整備に必要な経費 50,204 - - - - 50,204 39,302 - 10,901

地方交付税交付金 地方交付税交付金財源の交付税
及び譲与税配付金特別会計へ繰
入れに必要な経費

15,215,974,500 - - - - 15,215,974,500 15,215,974,500 - -

地方特例交付金 地方特例交付金財源の交付税及
び譲与税配付金特別会計へ繰入
れに必要な経費

123,300,000 - - - - 123,300,000 123,300,000 - -

(4)分権型社会を担う地方税制度
の構築

総務本省 地方税制度整備費 地方税制度の整備に必要な経費 34,833 - - - - 34,833 28,409 - 6,423

３ 選挙制度等 53,680,020 - 778,841 - - 54,458,861 53,738,213 - 720,647

選挙制度等の整備に必要な経費 202,376 - - - - 202,376 142,042 - 60,333
参議院議員通常選挙に必要な経
費

53,477,644 - - - - 53,477,644 52,848,493 - 629,150

衆議院議員及び参議院議員補欠
等選挙に必要な経費

- - 778,841 - - 778,841 747,677 - 31,163 平成28年4月19日
予備費使用決定
　　　　　　　　422,302千円

平成28年10月18日
予備費使用決定
　　　　　　　　356,539千円

４ 電子政府・電子自治体 52,218,345 71,442,366 - - - 123,660,711 77,108,402 31,180,633 15,371,675

(1)電子政府・電子自治体の推進 総務本省 電子政府・電子自治体
推進費

電子政府・電子自治体の推進に必
要な経費

52,218,345 71,442,366 - - - 123,660,711 77,108,402 31,180,633 15,371,675

５ 情報通信（ＩＣＴ政策） 119,243,990 7,697,924 - - - 126,941,914 108,289,018 14,475,647 4,177,249
<4,705,121> の内数 <1,244,176> の内数 <60,014> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <6,009,311> の内数 <5,284,478> の内数 <479,065> の内数 <245,767> の内数

情報通信技術の研究開発の推進
に必要な経費

4,953,674 - - - - 4,953,674 3,487,880 1,395,051 70,742

情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

2,443,939 164,311 - - - 2,608,250 2,506,339 - 101,910

南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 16,345 - - - - 16,345 15,110 - 1,234 文部科学省所管から移替
                   16,345千円

国立研究開発法人情報
通信研究機構運営費

国立研究開発法人情報通信研究
機構運営費交付金に必要な経費

29,330,611 - - - - 29,330,611 29,330,611 - -

国立研究開発法人情報
通信研究機構施設整備
費

国立研究開発法人情報通信研究
機構施設整備に必要な経費

43,000 - - - - 43,000 29,451 - 13,548

総合通信局 南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 1,289 - - - - 1,289 1,286 - 2 文部科学省所管から移替
                    1,289千円

(2)情報通信技術高度利活用の
推進

情報通信技術高度利活
用推進費

情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

13,439,987 1,959,537 - - - 15,399,524 6,913,281 7,940,491 545,751

沖縄振興推進調査費 沖縄振興推進調査に必要な経費 8,120 - - - - 8,120 7,942 - 177 内閣府所管から移替
　　　　　　　　　 8,120千円

総合通信局 情報通信技術高度利活
用等推進費

情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

42,000 - - - - 42,000 35,283 - 6,716

- - - - - - - - -
(3)放送分野における利用環境の
整備

総務本省 情報通信技術利用環境
整備費

情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<4,693,625> の内数 <1,244,176> の内数 <60,014> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <5,997,815> の内数 <5,275,380> の内数 <479,065> の内数 <243,369> の内数 平成28年5月31日
予備費使用決定
           　　   60,014千円

- - - - - - - - -
総合通信局 情報通信技術高度利活

用等推進費
情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<11,496> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <11,496> の内数 <9,097> の内数 <-> の内数 <2,398> の内数

総務本省

事項 歳出予算額 前年度繰越額

(3)地方財源の確保と地方財政の
健全化

総務本省 選挙制度等整備費

備考

(1)適正な行政管理の実施

(2)行政評価等による行政制度・
運営の改善

支出済歳出額

(2)地域振興（地域力創造） 総務本省

差引額翌年度繰越額政策評価体系 組織 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額

総務本省

(1)情報通信技術の研究開発・標
準化の推進

総務本省 情報通信技術研究開発
推進費

項

(1)選挙制度等の適切な運用



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

事項 歳出予算額 前年度繰越額 備考支出済歳出額 差引額翌年度繰越額政策評価体系 組織 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額項

- - - - - - - - -
(4)情報通信技術利用環境の整
備

総務本省 情報通信技術利用環境
整備費

情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<4,693,625> の内数 <1,244,176> の内数 <60,014> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <5,997,815> の内数 <5,275,380> の内数 <479,065> の内数 <243,369> の内数 平成28年5月31日
予備費使用決定
           　　   60,014千円

- - - - - - - - -
総合通信局 情報通信技術高度利活

用等推進費
情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<11,496> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <14,496> の内数 <9,097> の内数 <-> の内数 <2,398> の内数

電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

52,501,509 5,039,539 - - - 57,541,048 50,052,777 4,822,720 2,665,549

電波利用料財源電波利用技術の
研究開発等に必要な経費

9,261,245 34,675 - - - 9,295,920 8,783,631 317,384 194,904

科学技術イノベーション
創造推進費

科学技術イノベーション創造推進
に必要な経費

1,080,000 - - - - 1,080,000 1,074,377 - 5,622 内閣府所管から移替
                1,080,000千円

総合通信局 電波利用料財源電波監
視等実施費

電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

3,391,414 - - - - 3,391,414 2,995,222 - 396,191

(6)ＩＣＴ分野における国際戦略の
推進

総務本省 情報通信国際戦略推進
費

情報通信技術の国際戦略に必要
な経費

2,730,857 499,862 - - - 3,230,719 3,055,820 - 174,898

６ 郵政行政 475,126 - - - - 475,126 456,559 - 18,566

(1)郵政民営化の確実な推進 総務本省 郵政行政推進費 郵政行政の推進に必要な経費 475,126 - - - - 475,126 456,559 - 18,566
７ 国民生活と安心・安全 376,402,405 2,185,318 - - - 378,587,723 368,372,653 2,224,579 7,990,490

(1)一般戦災死没者追悼等の事
業の推進

総務本省 一般戦災死没者追悼等
事業費

一般戦災死没者の追悼等に必要
な経費

527,612 - - - - 527,612 476,129 - 51,482

文官等に対する恩給支給に必要な
経費

10,098,421 - - - - 10,098,421 9,779,220 - 319,200

旧軍人遺族等に対する恩給支給
に必要な経費

314,399,537 - - - - 314,399,537 308,118,566 - 6,280,970

恩給支給事務に必要な経費 1,189,517 - - - - 1,189,517 1,171,771 - 17,745
統計調査費 統計調査等の実施に必要な経費 28,560,965 276,202 - - - 28,837,167 27,868,248 188,844 780,074
独立行政法人統計セン
ター運営費

独立行政法人統計センター運営費
交付金に必要な経費

9,013,704 - - - - 9,013,704 9,013,704 - -

消防防災体制等の整備に必要な
経費

12,070,856 1,909,116 - - - 13,979,972 11,412,302 2,035,735 531,934

消防防災体制等の整備に係る技
術研究開発に必要な経費

525,272 - - - - 525,272 516,635 - 8,636

科学技術イノベーション
創造推進費

科学技術イノベーション創造推進
に必要な経費

16,521 - - - - 16,521 16,074 - 446 内閣府所管から移替
      　　        16,521千円

８ 59,310 - - - - 59,310 26,557 - 32,752

- - - - - - - - -
(1)公害紛争の処理 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 <59,310> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <59,310> の内数 <26,557> の内数 <-> の内数 <32,752> の内数

- - - - - - - - -
(2)土地利用の調整 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 <59,310> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <59,310> の内数 <26,557> の内数 <-> の内数 <32,752> の内数

15,953,184,116 83,624,898 838,855 - - 16,037,647,869 15,957,914,171 50,649,239 29,084,458

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段<　>外書きは、複数政策にまたがる計数（例：施設整備費等）及び複数の施策にまたがると整理できる計数であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

(2)恩給行政の推進 総務本省 恩給費

合　　　　　　　計

(3)公的統計の体系的な整備・提
供

総務本省

(4)消防防災体制の充実強化 消防庁 消防防災体制等整備費

公害等調整委員会の任務の遂行

(5)電波利用料財源による電波監
視等の実施

総務本省 電波利用料財源電波監
視等実施費



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）内閣府、総務省及び財務省 （単位：千円）

51,251,668,597 1,840,252,080 - 17,429,652 - - 53,109,350,329 52,530,982,473 342,995,100 235,372,755

地方財源の確保と地方財
政の健全化

地方交付税交付金 地方交付税交付金に必要な経費

15,486,875,489 1,264,411,164 - - - - 16,751,286,653 16,751,286,653 - -

東日本大震災復興に係る地方交付
税交付金に必要な経費

342,995,100 575,840,916 - - - - 918,836,016 487,721,281 342,995,100 88,119,635

地方特例交付金 地方特例交付金に必要な経費

123,300,000 - - - - - 123,300,000 123,300,000 - -

国債整理基金特別会計
へ繰入

国債整理基金特別会計へ繰入れに
必要な経費

32,975,695,408 - - - - - 32,975,695,408 32,828,442,289 - 147,253,118

分権型社会を担う地方税
制度の構築

地方譲与税譲与金 地方揮発油譲与税譲与金に必要な
経費

257,800,000 - - 3,235,818 - - 261,035,818 261,035,818 - -

平成29年3月28日
予算総則の規定による
経費増額
　　　　　3,235,818千円

石油ガス譲与税譲与金に必要な経
費

9,300,000 - - - △ 460,993 - 8,839,007 8,839,007 - -

自動車重量譲与税譲与金に必要な
経費

262,600,000 - - 2,286,856 811,437 - 265,698,293 265,698,293 - -

平成29年3月28日
予算総則の規定による
経費増額
　　　　　2,286,856千円

航空機燃料譲与税譲与金に必要な
経費

14,900,000 - - - △ 197,338 - 14,702,662 14,702,662 - -

特別とん譲与税譲与金に必要な経
費

12,500,000 - - - △ 150,507 - 12,349,493 12,349,491 - 1

地方法人特別譲与税譲与金に必要
な経費

1,765,700,000 - - 11,906,978 - - 1,777,606,978 1,777,606,978 - -

平成29年2月24日
予算総則の規定による
経費増額
　　　　11,906,978千円

地方道路譲与税譲与金に必要な経
費

2,600 - - - △ 2,599 - 1 0 - 0

51,251,668,597 1,840,252,080 - 17,429,652 - - 53,109,350,329 52,530,982,473 342,995,100 235,372,755

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．交付税及び譲与税配付金特別会計のうち、交通安全対策特別交付金に係る政策については、警察庁において公表。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

地方行財政

歳出予算現額政策評価体系 項 事項 歳出予算額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額 備考

合　　　　　　　計

前年度繰越額 予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府、復興庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省及び防衛省　　　　　　　　　　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

342,995,100 - - - - - 342,995,100 342,995,100 - -

地方財源の確保と地方財
政の健全化

総務本省 地方交付税交付金 地方交付税交付金財源の交
付税及び譲与税配付金特別
会計へ繰入れに必要な経費

342,995,100 - - - - - 342,995,100 342,995,100 - -

264,867 702,388 - - - - 967,255 700,865 150,898 115,491

原子力災害復興再生支
援事業費

原子力災害からの復興再生
の支援に必要な経費

72,669 - - - - - 72,669 70,417 - 2,252 復興庁所管から移替
             　　 72,669千円

生活基盤行政復興政策
費

情報通信技術の利活用高度
化に必要な経費

68,672 536,681 - - - - 605,353 483,796 47,075 74,481 復興庁所管から移替
           　　   68,672千円

情報通信技術利用環境の
整備

総務本省 生活基盤行政復興政策
費

情報通信技術の利用環境整
備に必要な経費

123,526 165,707 - - - - 289,233 146,652 103,823 38,758 復興庁所管から移替
                 123,526千円

6,076,371 2,745,648 - - - - 8,822,019 3,197,726 5,144,298 479,994

生活基盤行政復興政策
費

消防防災体制等の整備に必
要な経費

392,151 - - - - - 392,151 381,851 - 10,299 復興庁所管から移替
                 392,151千円

生活基盤行政復興事業
費

消防防災体制等の整備に必
要な経費

5,684,220 2,745,648 - - - - 8,429,868 2,815,875 5,144,298 469,695 復興庁所管から移替
              5,684,220千円

349,336,338 3,448,036 - - - - 352,784,374 346,893,691 5,295,196 595,486

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．東日本大震災復興特別会計のうち、総務省所管分のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

情報通信（ＩＣＴ政策）

国民生活と安心・安全

合　　　　　　　計

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

情報通信技術高度利活用
の推進

総務本省

歳出予算現額政策評価体系 組織 項 事項

地方行財政

翌年度繰越額 差引額 備考

消防防災体制の充実強化 消防庁

支出済歳出額歳出予算額 前年度繰越額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額
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